





























































































































































する」としている O これに対して「単独型支援センター」では，これらの職員のうち l名を常
勤配置すればよいという規定となっており，明らかに両者の機能分担を行おうとしていること































































要Ili'l品i:占!咽説 I f-'eし己ネットワ ク
世暢 ------1 














































































































(JIやさしさネットワ クは お亘いの孟劃の調会霊 地10問曲山間優等情総長俊.，を汁コ
ために会議を開催する.また ネ yトワーク内のボランプイ?の角成もしていく. (紅
会福住lth議主中心)
E 過正怠処遇繊同(在宅介逼支擁センタ か中心)
叩在宅介護支i量センタ lζワ ビス詞盤機能を何与し やさしさ力 卜lこより伝虐された
ケース(内自によコてI;J.， ~3::委員等σM司什訪問々を実絶)1:-ついて処必を僚日する@
(2ケ ス機討会議1.在宅介遁支儲センタ 脆員を中心に彼場目当省 編組閣休職員によ
り開催<tる。艇古f('.lfJ，:サ ビス縫供IJ'必蜜忽極純忽ケースについて'.. 1齢者ワービス調
整テ ムを開催し綬討ヨる.





















































































現状では週 1回利用を基本としている。利用施設は居住地により決定される。 B型 11カ
所， c型 1ヵ所 E型 4ヵ所。デイケアの場合，利用に際しては施設との直接契約による O
②ショートステイ事業
B市高齢福祉課あるいは在宅介護支援センターに申請すると利用券が交付される。利用券

























































































































































1位が「病院・一般診療所J(53.0%)， 2位が「市町村(保健センター)J (45.8%)， 3位が














「市町村(保健センター)J 34.4%， 2位「在宅介護支援センターJ28.7%， 3位「福祉事務

















































































( 1 ) 全国市長会 (98年6月3日)，全国町村会 (98年7月31日)をはじめ様々な団体からの要望，
陳情，意見書等がだされた。福祉現場からの発言としては，全国老人ホーム施設長アンケー
トよびかけ人会議編， 1998 r介護保険このまま実施でよいのでしょうか 老人ホーム施設長
1000人の本音』萌丈杜などがある。
( 2 ) 伊藤周平， 1999， I介護保険と社会福祉基礎構造改革一社会福祉の選別主義的再編への道」
『賃金と社会保障j No.1247，旬報社， 46 -58頁等を参照。
( 3 ) 社会福祉基礎構造改革との関連からの分析については，古川孝順， 1998 r社会福祉基礎構造
改革ーその課題と展望ー』誠信書房，浅井春夫 1999 r社会福祉基礎構造改革でどうなる日
本の福祉J日本評論社などを参照。
( 4 ) 1992年6月 30日，老計第 86号「老人保健福祉計画について(市町村および都道府県老人保
健福祉計画作成指針を含む)J厚生省大臣官房老人保健福祉部長の「第 3 老人保健福祉計画
の作成上の基本方針 1.地域における総合的ケアシステムの確立」を参照。
( 5) 1971年 5月 12日社老 28 I在宅老人福祉対策事業の実施および推進について」別添 3
(1)参照。
(6 ) 向上，別添 4 1 (1)参照。
(7) 里見賢治， 1996 I第1章 介護政策の変遷と現状」里見賢治・二木立・伊東敬文『公的介護
保険に異議ありJミネルヴァ書房 9頁参照。




築にむけて 高齢者ケアの設計J中央法規， 150 - 180頁が参考となる。







(11) 1998年8月28日老発第 550号，厚生省老人保健福祉局長通知 参照。
(12) 在宅介護支援センターの機能に関しては副田あけみ. 1995 I在宅介護支援センターにおける
ケースマネジメント実践とソーシャルサポート・ネットワーク形成 1J東京都立大学人丈学
編『人丈学報j 261号. 133-176頁，同. 1996 I在宅介護支援センターにおけるケースマ
ネジメント実践とソーシャルサポート・ネットワーク形成 2J東京都立大学人丈学編『人文





に向けて 今後の地域福祉実践のために J r立命館大学産業社会論集』第 30巻第 1号，
147-172頁参照。
(15) I C町配食ボランテイア聞き取りノート 1995年7月-1998年2月JNo.l (未刊行)より。
(16) I在宅介護支援センター運営事業実施要綱J1 (6)参照。
(17) I在宅介護支援センター相談員面接記録ノート 1998年6月一 1999年 2月J(未刊行) No.2 
より。




(20) I地域ケアシステム担当者聞き取りノート 1998年 4月一 1998年 12月J(未刊行) No.3. 
No.4より。
(21) データ収集以後に北部に 1ヵ所，南西部に 1ヵ所，新たに在宅介護支援センターが設置され，
この傾向も緩和されてきてはいる。
(22) 1997年 10月7日 IB市在宅医療福祉事例検討会」における報告例より O
(23) A県保健福祉部医務福祉課企画班が県下医療・保健・福祉職を対象に 1998年 2月実施した
「保健・医療・福祉の連携に関するアンケート調査Jによる。有効回答 805件のうち当該地域
を抽出した。
なお mにおける検討に際しては B市地域保健研究会「たんぽぽ」での事例検討，集団的
議論の成果に多くを負っている。代表者・鈴木信行医師をはじめ，参加者各位に感謝を表した
し冶O
~ 108一
(ふじまつ もとこ 社会福祉学科)
1999年 10月 15日受理
